
都市計画法に規定する開発行為等の規制に関する規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）、

都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号）及び都市計画法施行規則（昭和４

４年建設省令第４９号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、開発行為等

の規制に関し必要な事項を定めるものとする。 

（開発行為許可申請書の添付図書等） 

第２条 省令第１６条第１項の開発行為許可申請書には、次（主として、自己の居住

の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為又は住宅以外の建築物

若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築若しくは建設の用に供

する目的で行う開発行為（開発区域の面積が１ヘクタール以上のものを除く。）の

許可の申請にあっては、第１号から第３号まで及び第６号）に掲げる図書を添付し

なければならない。 

（１）開発区域の土地の登記事項証明書 

（２）開発区域の地籍図 

（３）開発区域の求積図 

（４）資力及び信用に関する申告書（様式第１号） 

（５）工事施行者の能力に関する申告書（様式第２号） 

（６）その他市長が必要と認める図書 

２ 省令第１６条第２項の設計説明書は、様式第３号によるものとする。 

３ 省令第１７条第１項第３号に規定する書類は、土地所有者等関係権利者の同意書

（様式第４号）によるものとする。 

４ 省令第１７条第１項第４号に規定する書類は、設計者の資格に関する申告書（様

式第５号）によるものとする。 

（許可標識の掲示） 

第３条 法第２９条第１項又は第２項の規定による開発行為の許可（以下「開発許可」

という。）を受けた者は、当該開発許可に係る工事期間中当該開発区域内の見やす

い場所に、開発行為許可標識（様式第６号）を掲示しなければならない。 

（工事着手の届出） 

第４条 開発許可を受けた者は、当該開発許可に係る工事に着手しようとするときは、

工事着手届出書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

２ 工事着手届出書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

（１）工事工程表 

（２）開発行為許可標識の設置状況を明らかにした写真 



（３）その他市長が必要と認める図書 

（開発行為の変更の許可の申請） 

第５条 法第３５条の２第２項に規定する申請書は、開発行為変更許可申請書（様式

第８号）によらなければならない。 

２ 法第３０条第１項第３号の設計を変更する場合においては、設計説明書及び設計

図（変更後の開発行為が、主として自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供す

る目的で行う開発行為にあっては、設計図）により変更前及び変更後の内容を対照

させて定めなければならない。 

３ 省令第１６条第３項、第４項及び第６項の規定並びに第２条第２項の規定は、前

項の設計説明書及び設計図について準用する。 

４ 省令第１５条第４号の資金計画を変更する場合においては、省令第１６条第５項

の資金計画書により変更前及び変更後の内容を対照させて定めなければならない。 

５ 開発行為変更許可申請書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

（１）第２条第１項各号（変更後の開発行為が、主として、自己の居住の用に供す

る住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為又は住宅以外の建築物若しくは

特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築若しくは建設の用に供する目

的で行う開発行為（開発区域の面積が１ヘクタール以上のものを除く。）に該

当するときは、同項第１号から第３号まで及び第６号）に掲げる図書のうち、

開発行為の変更に伴いその内容が変更されるもの 

（２）その他市長が必要と認める図書 

（開発行為の変更の届出） 

第６条 法第３５条の２第３項の規定による届出は、開発行為変更届出書（様式第９

号）を市長に提出して行わなければならない。 

２ 開発行為変更届出書には、次に掲げる図書を添付しなければならない。 

（１）省令第２８条の４第１号の変更をした場合にあっては、変更前及び変更後の

内容を対照させて省令第１６条第４項の表に定めるところにより作成した設

計図（開発行為の変更に伴いその内容が変更されたものに限る。） 

（２）その他市長が必要と認める図書 

（氏名等の変更の届出） 

第７条 開発許可を受けた者は、工事完了の公告前に次に掲げる事項を変更したと

きは、遅滞なく、氏名等変更届出書（様式第１０号）を市長に提出しなければな

らない。 

（１）氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名） 

（２）住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

（３）開発区域に含まれる地域の名称 



２ 氏名等変更届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）前項第１号及び第２号の場合にあっては、これらを変更したことを証する書

類 

（２）前項第３号の場合にあっては、次に掲げる図書 

ア 開発区域の土地の登記事項証明書 

イ 開発区域の地籍図 

ウ その他市長が必要と認める図書 

（工事完了届出書の添付図書） 

第８条 省令第２９条の工事完了届出書又は公共施設工事完了届出書には、次に掲げ

る図書を添付しなければならない。 

（１）工程写真及び完成写真 

（２）完成図（土地利用計画図、造成計画平面図及び排水施設計画平面図） 

（３）その他市長が必要と認める図書 

（工事完了の公告） 

第９条 省令第３１条に規定する工事の完了の公告は、宇和島市公告式条例（平成１

７年条例第３号）第２条第２項に定める掲示場に掲示して行うものとする。 

（工事完了公告前の建築物の建築又は特定工作物の建設の承認申請） 

第１０条 法第３７条第１号の規定により承認を受けようとする者は、工事完了公告

前の建築物の建築又は特定工作物の建設の承認申請書（様式第１１号）に、次に掲

げる図書を添付して市長に提出しなければならない。 

（１）付近見取図 

（２）配置図 

（３）その他市長が必要と認める図書 

（建築物の特例許可申請） 

第１１条 法第４１条第２項ただし書（法第３５条の２第４項において準用する場合

を含む。）の規定により許可を受けようとする者は、建築物の特例許可申請書（様

式第１２号）に、前条各号に掲げる図書を添付して市長に提出しなければならない。 

（予定建築物等以外の建築物の新築等又は特定工作物の新設の許可申請） 

第１２条 法第４２条第１項ただし書の規定により許可を受けようとする者は、予定

建築物等以外の建築物の新築等又は特定工作物の新設の許可申請書（様式第１３

号）に、第１０条各号に掲げる図書を添付して市長に提出しなければならない。 

（地位の承継の届出） 

第１３条 法第４４条の規定により地位を承継した者は、遅滞なく、開発許可等に基

づく地位の承継届出書（様式第１４号）に、地位を承継したことを証する書類を添

付して市長に提出しなければならない。 



（地位の承継の承認申請） 

第１４条 法第４５条の規定により承認を受けようとする者は、開発許可に基づく地

位の承継の承認申請書（様式第１５号）に、次に掲げる図書を添付して市長に提出

しなければならない。 

（１）開発許可を受けた者から当該開発区域内の土地の所有権その他当該開発行為

に関する工事を施行する権原を取得したことを証する書類 

（２）取得した土地の地籍図 

（３）その他市長が必要と認める図書 

（調書の様式） 

第１５条 省令第３６条第１項に規定する調書は、様式第１６号によるものとする。 

（監督処分の標識の様式） 

第１６条 法第８１条第３項に規定する標識は、様式第１７号により明示するものと

する。 

（開発行為又は建築に関する証明書の交付申請） 

第１７条 省令第６０条に規定する書面の交付の請求をしようとする者は、開発行為

又は建築に関する証明書交付申請書（様式第１８号）に、市長が必要と認める図書

を添付して市長に提出しなければならない。 

（身分証明書の様式） 

第１８条 法第８２条第２項に規定する身分を示す証明書は、様式第１９号によるも

のとする。 

（書類の提出） 

第１９条 法、省令及びこの規則により市長に提出する書類は、正本１部及び副本１

部とする。ただし、市長が必要と認めるときは、書類の部数を増加し、又は減ずる

ことができる。 

（その他） 

第２０条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日から平成２０年６月３０日までの間に限り、都市計画法に規

定する開発行為等の規制に関する規則（昭和４６年愛媛県規則第４４号）に定める



様式による用紙は、所要の修正を加えこの規則に定める様式による用紙として使用

することができる。 


